
総 務 大 臣 殿

総統支第 1 98 号

平成30年4月5日

基幹統計調査の実施について（申請）

下記調査の実施について、 統計法（平成19年法律第53号）第9条第1項の規定に基づく

承認を受けたいので、 別紙申請事項記載書に関係書類を添えて、 申請します。

主管部課

事務担当者

セ済経

記

スサン 礎基 査田町

総務省統計局統計作成支援課

雨宮 大 電話：03 (5273) 1105 

E-mail: damemiya@soumu. go. jp

【資料１－２の別添２】

- 1 -

008223
長方形

008223
長方形

008223
長方形

008223
長方形

008223
長方形

008223
長方形

008223
長方形

008223
長方形

008223
長方形

008223
長方形

008223
長方形

008223
長方形

008223
長方形

008223
長方形

008223
長方形



- 2 -



別紙 

申 請 事 項 記 載 書 

１ 調査の名称 

経済センサス‐基礎調査 

２ 調査の目的 

本調査は、事業所及び企業の活動の状態を調査し、事業所母集団データベースの整

備に資するとともに、我が国における事業所及び企業の活動状態等の基本的構造を全

国及び地域別に明らかにすることを目的とする。 

３ 調査対象の範囲 

(1) 地域的範囲

全国

(2) 属性的範囲

① 甲調査

日本標準産業分類に掲げる産業に属する事業所。（注１）

ただし、国及び地方公共団体の事業所及び次に掲げる事業所を除く。

ア 「大分類Ａ－農業，林業」に属する事業所で個人の経営に係るもの

イ 「大分類Ｂ－漁業」に属する事業所で個人の経営に係るもの

ウ 「大分類Ｎ－生活関連サービス業，娯楽業」のうち、「中分類79－その他の生

活関連サービス業」（「小分類792－家事サービス業」に限る。）に属する事業所 

エ 「大分類Ｒ－サービス業（他に分類されないもの）」のうち、「中分類96－外

国公務」に属する事業所 

（注１）物の生産又はサービスの提供が事業として行われている一定の場所をいう。以下同じ。 

② 乙調査

国及び地方公共団体の事業所

４ 報告を求める者 

(1) 数

① 甲調査

約770万事業所

② 乙調査

約15万事業所

(2) 選定の方法（■全数 □無作為抽出 □有意抽出）

(3) 報告義務者

報告者となる事業所の管理責任者
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５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

(1) 報告を求める事項（詳細は、別添１及び別添２の「調査票」を参照） 

① 甲調査 

ア 既存の事業所に関する事項 

(ｱ) 名称 

(ｲ) 所在地 

(ｳ) 活動状態 

イ 新規に把握した事業所に関する事項 

(ｱ) 名称及び電話番号 

(ｲ) 所在地 

(ｳ) 活動状態 

(ｴ) 従業者数 

(ｵ) 主な事業の内容 

(ｶ) 業態 

(ｷ) 消費税の税込み記入・税抜き記入の別 

(ｸ) 事業所の年間総売上（収入）金額 

(ｹ) 開設時期 

(ｺ) 経営組織 

(ｻ) 法人番号 

(ｼ) 単独事業所・本所・支所の別 

(ｽ) 本所・本社・本店の名称 

(ｾ) 本所・本社・本店の電話番号 

(ｿ) 本所・本社・本店の所在地 

(ﾀ) 組織全体の主な事業の内容 

(ﾁ) 組織全体の年間総売上（収入）金額 

(ﾂ) 資本金等の額 

② 乙調査 

ア 既存の事業所に関する事項 

(ｱ) 名称 

(ｲ) 所在地 

(ｳ) 活動状態 

イ 新規に把握した事業所に関する事項 

(ｱ) 名称及び電話番号 

(ｲ) 所在地 

(ｳ) 活動状態 

(ｴ) 職員数 

(ｵ) 主な事業の内容 

(ｶ) 事業の委託先の名称、電話番号及び所在地 

 

- 4 -



(2) 基準となる期日又は期間 

① 甲調査 

平成31年（2019年）６月１日から平成32年（2020年）３月31日までの間におい

て報告者が報告を求められた時点（調査票記入日）。ただし、上記５(1)①イ(ｸ)及

び(ﾁ)については、平成30年１月１日から12月31日までの１年間とする。 

② 乙調査 

調査実施年の６月１日現在 

 

６ 調査を求めるために用いる方法 

(1) 調査組織 

① 甲調査 

総務省－都道府県－市町村（注２）－統計調査員（又は民間事業者）－報告者 

（注２）市には特別区を含む。以下同じ。 

② 乙調査 

ア 国の事業所 

総務省－報告者 

イ 都道府県の事業所 

総務省－都道府県－報告者 

ウ 市町村の事業所 

総務省－都道府県－市町村－報告者 

(2) 調査方法 

① 甲調査（■調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調査 □その他（    ）） 

統計調査員が担当調査区内の全ての事業所について、外観による確認又は事業

所の管理責任者に確認するなどしてその活動状態を調査するとともに、新たに把

握した事業所については、「調査票甲」（別添１）を配布する。「調査票甲」の配布

を受けた報告者は、郵送又はオンライン（政府統計共同利用システム）により回

答する。 

ただし、施設等の管理者等が所属する民間事業者（組織、法人等）と調査員業

務の委託契約を締結することができる。 

② 乙調査（□調査員調査 □郵送調査 ■オンライン調査 □その他（    ）） 

国の事業所にあっては総務省が、都道府県の事業所にあっては都道府県が、市

町村の事業所にあっては市町村が電子メールにより「調査票乙」（別添２）を事業

所ごとに配布する。報告者は、オンライン（政府共通ネットワーク又はＬＧＷＡ

Ｎ）により回答する。なお、電子メールの送受信に当たっては、調査票情報が保

存されているファイルに対して、報告者ごとに異なるパスワードを設定したセキ

ュリティ対策を講ずることとする。 

 

７ 報告を求める期間 

(1) 調査の周期 
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① 甲調査 

１回限り 

② 乙調査 

１年（ただし、経済センサス‐活動調査実施年を除く。） 

(2) 調査の実施期間又は調査票の提出期限 

① 甲調査 

平成31年（2019年）６月１日～平成32年（2020年）３月31日 

② 乙調査 

毎年５月上旬～７月下旬 

 

８ 集計事項 

別添３「集計事項一覧」のとおり。 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

(1) 公表の方法 

インターネットにより公表する。 

(2) 公表の期日 

① 甲調査 

ア 速報集計 

平成32年（2020年）６月末日までに公表する。 

イ 確報集計 

平成32年（2020年）12月末日までに公表する。 

② 乙調査 

調査実施翌年の６月末日までに公表する。 

 

10 使用する統計基準 

調査対象の範囲の画定及び集計結果の産業別の表示において、日本標準産業分類を

使用する。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

書類等の名称 保存期間 保存責任者 

１ 調査票 ３年 総務省統計局長 

２ 調査票の内容が転写されている電磁

的記録 

永年 総務省統計局長 

３ 調査区別事業所名簿が記録されてい

る電磁的記録 

５年 総務省統計局長 

４ 調査区別国・地方公共団体等事業所

名簿が記録されている電磁的記録 

５年 総務省統計局長 
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12 立入検査等の対象とすることができる事項 

上記５(1)①の報告を求める事項 
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十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 （万円未満四捨五入）

円００００

基幹統計調査秘

● この調査は、統計法に基づく基幹統計調査として実施し、報告の義務があります。
● 秘密の保護には万全を期していますので、ありのままを記入してください。
● 調査票に記入していただいた内容は、統計法に定められている利用目的以外に
使用することはありません。

● 別にお配りした『調査票の記入のしかた』を参照して記入してください。

● この調査は、オンラインでの回答を推奨しています。回答方法については、別に
お配りした『オンライン調査利用ガイド』をご覧ください。

● オンラインでの回答に当たっては、以下の「政府統計コード」、「調査対象者ＩＤ」
及び「確認コード」が必要になります。これらの情報は第三者の目に触れない
よう大切に保管し、回答後は適切な手段で破棄してください。

政府統計オンライン調査総合窓口　https://www.e-survey.go.jp/
政府統計コード：
調査対象者ＩＤ：　　　　　　　確認コード：

第１面 第２面（うら面）にお進みください。

経済センサス‐基礎調査
調査票甲 総務省統計局

431-123-456-9

調査票の内容について照会する場合が
ありますので、記入をお願いします。

所属部署名 フリガナ

記入者氏名

電話番号　（　　　　　　　）　　　　　    　ー　　　　　  　　　　内線（　　　　　　　　）

記入者連絡先

記入日 年　　　  月  　　　日

１　事業所の名称及び電話番号
● 法人の場合は、「正式名称」欄には登記上の
名称を記入してください。

● 貴事業所が支所・支社・支店である場合は、
法人名と事業所名（店舗名等）を記入して
ください。

● 屋号など通称名がある場合は、「通称名」欄
に記入してください。

フリガナ

正式名称

通  称  名

電話番号（代表）

２　事業所の所在地
● 登記上の所在地ではなく、実際に事業を行って
いる所在地を記入してください。

● 郵便番号から町丁・字・番地・号、ビル・マンション名、
階・号室まで全て記入してください。

● 他の事業所の構内にある場合は、その事業所の名称
を「ビル・マンション名等」欄に記入してください。

郵便番号 都道府県名 市区町村名

ー

町丁・字・番地・号 ビル・マンション名等（階、号室まで記入してください。）

３　事業所の活動状態
● 記入日現在の状況について、該当する番号を
○で囲んでください。

４　事業所の従業者数
● 記入日現在の従業者数を記入してください。
従業者数には、他の会社など別経営の事業所
へ出向又は派遣している人も含みます。

● 個人業主の家族で、賃金や給料を受け取って
いる場合は、「常用雇用者」となります。

区　
　

分

①
個　人
業　主

②
個　人
業　主
の家族
で無給
の　人

③
有　給
役　員

④
正社員・
正職員と
している人

⑥
臨　時
雇用者

⑦
合　計

⑧
送出者

⑨
出向

⑩
派遣

常用雇用者 受入者

個人経営の
事業主で、
実際にこの
事業所を経
営している
人

１か月未満の期
間を定めて雇用
している人や
日々雇用してい
る人など、常用
雇用者の定義に
該当しない人
※⑤以外のパー
ト・アルバイト
な ど を 含 む

期 間 を 定 め ず に、
又 は １ か 月 以 上 の
期 間 を 定 め て
雇 用 し て い る 人個 人 経 営

以 外 で、
役員報酬を
得ている人

① ～ ⑥ の
合 計

⑦合 計 の
う ち、別
経営の事
業所へ出
向又は派
遣してい
る 人

①～⑧以外で別経
営の事業所から
きてこの事業所で
働 い て い る 人

人

５　事業所の事業の種類及び業態
(1) 主な事業の内容
● 貴事業所で行っている事業のうち、過去１年間の収入額又は販売額の最
も多い事業について、その事業の内容を具体的に記入してください。

(2) 生産品、取扱い商品又は営業種目
● 左記 (1) で記入した内容について、生産品、取扱い商品又は営業種目を
収入額又は販売額の多い順に記入してください。

①

②

③

● 貴事業所で行っている事業の内容について、別にお配りした『調査票の記入のしかた』を参照して、できるだけ詳しく記入してください。

１　活動中
（開設準備などを含む）

２　休業中 ３　廃業

以下に記入してください。 記入おわりです。

⑤
④以外
の人

パート・アル
バイトなど

男

女 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人 人

　（　　　　　　　　）　　　　　　　　ー

(3) 事業の業態
● 上記 (1) で記入した内容が、建設、製造品の出荷・加工、卸売、小売、
飲食サービスの場合は、『調査票の記入のしかた』に掲載されている
「業態コード」を記入してください。

６　事業所の年間総売上（収入）金額

１　税込み ２　税抜き

● 事業所の年間総売上（収入）金額を万円単位で記入してください。
● 平成30年１月から12月までの１年間（この期間で記入できない場合は、
平成30年を最も多く含む決算期間）の決算について記入してください。

(1) 消費税の税込み記入・税抜き記入の別
● (2) はできる限り「１　税込み」で記入してください。
ただし、税込みで記入できない場合は「２　税抜き」
で記入してください。

　 ※ 選択した記入方法を○で囲んでください。

(2) 事業所の年間総売上
（収入）金額

別添１

調査票（会社ver）_180404.ai   1   2018/04/04   16:53:22
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「外国の会社」、「法人でない団体」の場合は、記入おわりです。

支所・支社・支店の場合は、記入おわりです。

以下の項目は会社のみ記入してください。

第２面 ご記入ありがとうございました。

「個人経営」、「会社以外の法人」の場合は、記入おわりです。

８　経営組織
● 該当する番号を○で囲んでください。

１
個人経営

２
株式会社
有限会社
相互会社

３
合名会社
合資会社

４
合同会社

５
会社以外
の法人

６
外国の
会社

７
法人で
ない団体

10 欄にお進み
ください。

９　法人番号
● 法人番号（13桁）を記入してください。
● 法人番号については、法人番号指定通知書
又は国税庁ウェブサイト（国税庁法人番号
公表サイト）で確認できます。

● 現在の場所で事業を始めた時期の番号を
○で囲み、平成元年以降に開設した場合
は開設年を記入してください。

年 月

１　昭和以前
２　平成
３　西暦

７　事業所の開設時期

公益財団・社団法人、
一般財団・社団法人、
学校・宗教・医療法人、
協同組合、信用金庫等

外国に本所・本社・
本店がある会社等

法人格のない労働組合、
後 援 会、協 議 会 等

開設年が平成30年（2018年）以降の
場合は、開設月も記入してください。

法人番号
なし

法人番号が指定されて
いない場合は、右の□
に「レ」印を記入して
ください。

● (2) はできる限り「１　税込み」で記入してください。ただし、
税込みで記入できない場合は「２　税抜き」で記入してください。

　 ※ 選択した記入方法を○で囲んでください。
１　税込み ２　税抜き

12　組織全体の年間総売上（収入）金額

● 組織全体の年間総売上（収入）金額を万円単位で記入してください。
● 平成30年１月から12月までの１年間（この期間で記入できない場合は、
平成30年を最も多く含む決算期間）の決算について記入してください。

十兆 兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 （万円未満四捨五入）

円００００

11　組織全体の主な事業の内容
● 『調査票の記入のしかた』を参照して、
できるだけ詳しく記入してください。

(1) 主な事業の内容

(2) 生産品、取扱い
　   商品又は営業種目 ① ② ③

(2) 組織全体の年間総売上（収入）金額

(1) 消費税の税込み記入・
税抜き記入の別

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万 万 （万円未満四捨五入）

円００００
13　資本金等の額
● 資本金又は出資金・基金の額を万円単位で記入してください。

会社

郵便番号 都道府県名 市区町村名

ー

町丁・字・番地・号 ビル・マンション名等（階、号室まで記入してください。）

10　単独事業所・本所・支所の別等
(1) 単独事業所・本所・支所の別
● 該当する番号を○で囲んでください。
● フランチャイズ・チェーン（ＦＣ）加盟店
については、ＦＣ本部とは独立した組織と
なります。（直営店の場合のみＦＣ本部の
支所となります。）

(2) 本所・本社・本店の名称・
　  電話番号及び所在地
● 「支所・支社・支店」に該当する事業所は、
本所・本社・本店の名称・電話番号及び
所在地を記入してください。

● 法人の場合は、「正式名称」欄には登記上の
名称を記入してください。「所在地」欄に
は登記上の所在地ではなく、実際に事業を
行っている所在地を記入してください。

● 屋号など通称名がある場合は、「通称名」欄
に記入してください。

● 他の事業所の構内にある場合は、その事
業所の名称を「ビル・マンション名等」
欄に記入してください。

１　単独事業所 ２　本所・本社・本店 ３　支所・支社・支店
他の場所に支所・支社・
支店を持たない事業所

他の場所に支所・支社・支店を
持ち、それらを統括する事業所

他の場所にある本所・本社・本店
などの統括を受けている事業所

11 欄にお進みください。 以下に本所・本社・本店の
名称等を記入してください。

フリガナ

正式名称

通称名

電話番号（代表） 　（　　　　　　　　）　　　　　　　　ー

所
在
地

会社の場合は、
13欄にお進みください。

「個人経営」、「会社以外
の法人」の場合は、
記入おわりです。

調査票（会社ver）_180404.ai   2   2018/04/04   16:53:27
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事業所（機関）の名称
　　

(3) (4) (5) (3) (4) (5)

臨
時
雇
用
者

臨
時
雇
用
者

事業所（機関）の主
な事業の内容

＊ ＊ ＃ (1) (2) (1) (2)
記入者の連絡先

（担当部局等）

(1)
以
外
の
人

(1)
以
外
の
人

(注１) (注２) (注４) (注５) (注４) (注５) (注１) (注２)

＃ 府省名及び主管部局名、地方公共団体名

　　(注２)　「所在地」欄の「ビル名等」については、事業所（機関）がビルの中にある場合、そのビルの名称と階数を入力します。また、他の地方公共団体（企業）の構内にある場合、その地方公共団体（企業）の名称を入力します。

    (注３)　「職員数」欄の「常用雇用者」とは、期間を定めずに、又は１か月以上の期間を定めて雇用している人をいいます。

　　(注４)　「職員数」欄の「常用雇用者」のうち「(1)以外の人」とは、非常勤職員（事務補佐員）などで、雇用期間が常用雇用者の定義に当てはまる人をいいます。

　　(注５)　「職員数」欄の「臨時雇用者」とは、常用雇用者以外の雇用者で、１か月未満の期間を定めて雇用している人や日々雇用している人など、常用雇用者の定義に該当しない人をいいます。

　　(注６)　管理・運営を委託している事業所がある場合、その事業所の本所・本社・本店の名称、電話番号及び所在地を入力します。

＃ 府省・団体
別コード

経済センサス‐基礎調査　調査票乙
総務省統計局

＃ 種類

　　(注１)　「所在地」欄の「町丁・字・番地・号」については、町丁・字名、番地・号まですべて入力します。また、“丁目”は“－”などと省略せず、例えば、「３丁目２番１号」又は「３丁目２－１」のように入力します。

 ※ ＃印の欄は、国（主管部局）、都道府県又は市区町村の統計主管課において、補正又は入力します。
 ※ ＊印の欄は、地方公共団体の事業所（機関）にあっては、都道府県又は市区町村の統計主管課が
 　 補正又は入力し、また、国の事業所（機関）にあっては、総務省統計局が補正又は入力します。
 ※ 「府省・団体別一連番号」、「調査区番号」及び「産業分類番号」は、総務省統計局が補正又は入力します。

管理・運営を委託している事業所（本所等）の名称、電話番号及び所在地　　　　　（注６）
男 女 委託先の名称 電話番号（代表） 所　　　在　　　地

常用雇用者(注３)

期間を定めずに、又は１か月
以上の期間を定めて雇用して

いる人

総数
(1)～(3)
の合計

左
記
以
外
で

、
民
間
の
事
業
所
に
所
属

し
て
い
る
人
で

、
こ
の
事
業
所
で
働
い

て
い
る
人

期間を定めずに、又は１か月
以上の期間を定めて雇用して

いる人

電話番号（代表） 所　　　在　　　地 職　　　員　　　数

事
業
所

（
機
関

）
の
活
動
状
態

市
外
局
番
号

市
内
局
番
号

加
入
者
番
号

郵
便
番
号

都
道
府
県
名

常用雇用者(注３)

１か月未満の期間を
定めて雇用している
人や日々雇用してい
る人など、常用雇用
者の定義に該当しな
い人
※(2)以外のパート・
アルバイトなどを含む

１か月未満の期間を
定めて雇用している
人や日々雇用してい
る人など、常用雇用
者の定義に該当しな
い人
※(2)以外のパート・
アルバイトなどを含む

フリガナ
正
職
員
と
し
て
い
る
人

総数
(1)～(3)
の合計

左
記
以
外
で

、
民
間
の
事
業
所
に
所
属

し
て
い
る
人
で

、
こ
の
事
業
所
で
働
い

て
い
る
人

（産業分類項目）
府
省
・
団
体
別
一
連
番

号 所
在
地
区
分

市
区
町
村
コ
ー
ド

調
査
区
番
号

産
業
分
類
番
号

正
職
員
と
し
て
い
る
人

市
区
町
村
名

町
丁
・
字
・
番
地
・
号

ビ
ル
名
等

正式名称 市
区
町
村
名

町
丁
・
字
・
番
地
・
号

ビ
ル
名
等

正式名称 市
外
局
番
号

市
内
局
番
号

加
入
者
番
号

郵
便
番
号

都
道
府
県
名

秘 基幹統計調査

パート・
アルバイトなど

パート・
アルバイトなど

別添２

-
 1

0
 -



 

集計事項一覧 
 

 
３－１ 甲調査 集計事項一覧 
 
３－２ 乙調査 集計事項一覧 

別添 ３ 
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　　　甲調査　集計事項一覧

Ⅰ　速報集計 Ⅱ　確報集計

　事業所の活動状態に関する集計 　1　事業所の活動状態に関する集計

結果表番号 第 結果表番号 第
１ １

  集計事項等 表   集計事項等 表

集
計
対
象

○

集
計
対
象

○

○

○

○

分
類
事
項

○

分
類
事
項

○

集
計
事
項

事業所数 ○

集
計
事
項

事業所数 ○

新規 新規

事業所事業所

活動状態 活動状態

平成26年基礎調査結果表番号 平成26年基礎調査結果表番号

地
域
区
分

全国 ○

地
域
区
分

全国

都道府県

市区町村

別添３－１
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　2　新規把握事業所に関する集計
　

結果表番号 第 第 第 第 第 第

１ ２ ３ ４ ５ ６

  集計事項等 表 表 表 表 表 表

事業所
1) ○ ○ ○  ○ ○

　 うち会社（外国の会社を除く） ○

うち会社以外の法人、個人経営   ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○  

○  

小 小 小 中 大 小

○ ○ ○  ○ ○

○  

○  ○

○

　 ○

○

○ ○ ◯ ○ ○ ○

◎ ◎  ◎ ◎ ◎

◎

事業従事者数 ◎   

売上（収入）金額  ○

2 10 20-2 28 31-3 39-1

注)◎は男女別に表章
　 1）事業内容等不詳を除く。
　 2）集計事項等の統廃合を行ったため、平成26年基礎調査の結果表とは必ずしも一致しない。

平成26年基礎調査結果表番号
2)

集
計
事
項

事業所数

従業者数

うち常用雇用者　

分
類
事
項

産業分類

経営組織

従業者規模

単独・本所・支所

本所の所在地

開設時期

従業上の地位

集
計
対
象

地
域
区
分

全国

都道府県

市区町村
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　3　新規把握企業等に関する集計
　

結果表番号 第 第 第

１ ２ ３

　集計事項等 表 表 表
　 　

企業等1) ○ ○

うち会社企業 ○

地
域
区
分

○ ○ ○

小 大 小

○ ○

○

○ ○ ○

売上（収入）金額 ○

1 新規 32-1

注)「外国の会社」及び「法人でない団体」を除く。
　 1）事業内容等不詳を除く。
　 2）集計事項等の統廃合を行ったため、平成26年基礎調査の結果表とは必ずしも一致しない。

集
計
事
項

企業等数

平成26年基礎調査結果表番号2)

集
計
対
象

全国

分
類
事
項

企業産業分類

経営組織

資本金階級
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　　　乙調査　集計事項一覧

Ⅰ　事業所の活動状態に関する集計

結果表番号 第
１

  集計事項等 表

集
計
対
象

○

○

○

○

分
類
事
項

○

集
計
事
項

○

新規

活動状態

平成26年基礎調査結果表番号

事業所数

事業所

地
域
区
分

全国

都道府県

市区町村

別添３－２

- 15 -



Ⅱ　新規把握事業所に関する集計
　

結果表番号 第

１

  集計事項等 表

集
計
対
象

事業所
1) ○

地
域
区
分

○

小

○

○

○

◎

◎

9-1

注)◎は男女別に表章

　 1）事業内容等不詳を除く。

　 2）集計事項等の統廃合を行ったため、平成26年基礎調査の結果表とは必ずしも一致しない。

全国

分
類
事
項

産業分類

経営組織

平成26年基礎調査結果表番号
2)

うち常用雇用者

従業上の地位

集
計
事
項

事業所数

従業者数
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経済センサス‐基礎調査 

実施の必要性について 

 

 

１ 調査の目的・必要性 

  本調査は、事業所・企業の活動の状態を調査し、事業所母集団データベースの整備

に資するとともに、我が国における事業所・企業の活動状態等の基本的構造を全国的

及び地域別に明らかにすることを目的として実施する。 

  事業所母集団データベースは、事業所・企業等を対象とする各府省等の統計調査に

おいて母集団情報として活用されており、正確かつ効率的な統計作成や報告者負担の

軽減に重要な役割を担っていることに加え、中間年における経済構造統計の作成・提

供においても中核的な機能を果たすことが期待されている。 

そのような中、事業所母集団データベースの整備に当たっては、商業・法人登記簿

情報等の行政記録情報を活用しながら更新しているが、対象が法人等に限定されるこ

と、廃業に係る届出が必ずしもなされないことなどの問題があり、行政記録情報だけ

では事業所の新設・廃業を網羅的に把握することはできない。このため、中間年にお

ける母集団情報の整備の観点から、本調査を実施し、調査員が実地に事業所の新設・

廃業を確認する必要がある。 

また、本調査については、「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成30年３月

６日閣議決定）において、①５年に一度、事業所・企業等の所在等を把握する調査手

法から全国の事業所の開業・廃業状況等を順次調査する手法への移行、②公営事業所

の把握の充実を進めること、③平成33年経済センサス-活動調査の円滑・効率的な実施

に向け、行政記録情報等により新たに捕捉した事業所も含めた確認作業を早期に完了

することとし、初回の調査は平成31年度から32年の年央までに実施することなどが記

載されているところである。 

さらに、より精緻な母集団情報の整備に資するため、本調査では、新たに法人番号

から調査対象事業所の候補を追加し、その活動状態等を調査員が実地に確認する予定

である。 

以上のとおり、事業所母集団データベースを通じて、各種経済統計に正確な母集団

情報を提供するために、本調査を実施する必要がある。 

 

２ 他調査との重複 

  本調査は、経済センサス‐活動調査の中間年において、我が国における全ての事業

所・企業の活動状態等の基本的構造を明らかにする調査であり、類似の調査は存在し

ない。 
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３ 行政記録情報の利活用 

事業所の捕捉、活動状態の的確な把握に資するため、新たに法人番号から調査対象

事業所の候補を追加するとともに商業・法人登記や労働保険の情報も活用する。 

 

４ 事業所母集団データベースを利用した重複排除等 

全ての事業所・企業を調査対象とする統計調査であることから、重複排除の対象と

はならない。 

 

以 上 
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